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カンボジア日本人会プノンペン補習授業校規約 

 

（本校の名称及び目的） 

第１条 本校の名称は、カンボジア日本人会プノンペン補習授業校（英文名“Japanese 

Supplementary School of Phnom Penh”。以下「補習校」という。）とする。 

２ 補習校は、文部科学省が定める「補習授業校指導資料集」に従い、児童生徒の初等教育及び

中等教育を行うことを主たる目的とする。 

３ 前項の目的に加え、補習校は、児童生徒の家庭での日本語教育を補助し、日本の学校におけ

る教科の一部の授業を行いながら、柔軟な対応をもって、日本の教育習慣の習得並びに日本語能

力の維持及び向上を目指し、日本とカンボジア両国の架け橋となるよう、日本及びカンボジアの

文化への理解を深め、生きていくための社会性をはぐくむことを目的とする。 

 

（本規約の目的） 

第２条 本規約は、カンボジア日本人会（以下「日本人会」という。）会則に基づき設立された補

習校に関する事項並びに補習校運営委員会の設置及び運営について必要な事項を定めることを目

的とする。 

 

（運営委員会及びその構成） 

第３条 本校の運営は、カンボジア日本人会役員会（以下「日本人会役員会」という。）によって

任命された運営委員会（以下「委員会」という。）が行う。委員会は、学校運営に関わる重要事項

を学校の運営主体として審議し、決定する。 

２ 委員会は、委員長１名、２名を超えない副委員長及び９名を超えない委員により構成される。

委員長、副委員長及び委員は、一人一票の議決権を有する。 

 

（委員長及び副委員長の任命） 

第４条 委員長は、日本人会役員会が同会役員の中から任命する。日本人会役員会は、委員長を

任命したときは、速やかに本規約第１３条（保護者会）第３項の定めにより選任された保護者会

長（以下「保護者会長」という。）及び第１４条（教師会）の定めにより選任された教師会代表（以

下「教師会代表」という。）に通知する。 

２ 副委員長は、運営委員の互選により運営委員の中から１名又は２名を指名し、日本人会役員

会が任命する。 

３ 委員長が第７条（委員長、副委員長及び委員の任期）に定める任期の満了前に転居、事故等

の事由によりで職務を遂行できなくなったときは、日本人会役員会は、後任の委員長を任命する。 

４ 前項の場合において、日本人会役員会が後任の委員長を任命するまでの間、委員長の職務は、

副委員長（２名いる場合は、日本人会役員会が指名する者）が代行する。 

５ 副委員長が欠けたときは、運営委員会は、第２項に定める方法により副委員長を指名し、日

本人会役員会が任命する。ただし、副委員長が２名の場合において、１名のみが欠けたものの、

新たにもう１名の副委員長が必要でないと運営委員会が認めるときは、この限りではない。 

 

（委員の任命） 
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第５条 委員は、日本人会役員会が任命する。日本人会役員会は、副委員長又委員を任命したと

きは、速やかに保護者会長及び教師会代表に通知する。 

２ 日本人会役員会は、委員長及び副委員長に加え、次の各号に掲げる者を委員に任命する。 

一 ３名を超えない日本人会会員 

二 保護者会長及び３名を超えない保護者役員 

三 教師会代表２名 

３ 委員が第７条（委員長、副委員長、委員及びアドバイザーの任期）に定める任期の満了前に

転居、事故等の事由により職務を遂行できなくなったときは、日本人会役員会は、後任の委員を

任命する。 

 

（アドバイザー） 

第６条 委員会は、必要に応じ、アドバイザーを任命することができる。 

２ 前項に定めるアドバイザーは、委員会の議決権を有しない。 

 

（委員長、副委員長、委員及びアドバイザーの任期） 

第７条 委員長、副委員長、委員及びアドバイザーの任期は、補習校の事業年度に従い、４月 1

日から翌年３月３１日までとする。ただし、再任を妨げない。 

２ 任期満了時に次年度の委員長、副委員長又は委員が任命されていないときは、後任の者が任

命されるまで任期は自動的に延長する。 

３ 第４条（委員長及び副委員長の任命）第２項及び第５条（委員の任命）第２項の規定により

任命された委員長、副委員長又は委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（委員長、副委員長、委員及びアドバイザーの報酬） 

第８条 委員長、副委員長、委員及びアドバイザーは、その職務に対する報酬を受けないものと

する。 

 

(召集、定足数及び議決) 

第９条 委員会の会議（電気通信システムによる遠隔会議を含む。以下本条において同じ。）は、

委員長が招集する。委員長が委員会の会議を招集することができないときは、副委員長が委員会

の会議を招集することができる。 

２ 委員会の会議は、委員長が必要と認めた時に随時開催する。 

３ 委員会は、審議を行う上で必要があれば、副委員長及び委員以外の者に委員会の会議への出

席を求めることができる。ただし、その者は議決権を有しない。 

４ 委員会の審議に急を要し、委員会の会議を招集できないときは、委員長、副委員長及び委員

への持回り決裁（電子メール等による稟議を含む）をもって委員会の会議の開催に代えることが

できる。 

５ 委員の３分の１以上から求めがあるときは、委員長（委員長が不在のときは副委員長）は速

やかに委員会の会議を招集しなければならない。 

６ 委員会の会議の定足数は、委員長、副委員長及び委員の合計人数の過半数とする。委員長、

副委員長又は委員が欠席する場合は、委員長、副委員長若しくは委員への議決権の委任状又は会

議前に通知された決議事項に関する賛否を記載した署名入りの書面の提出をもって出席したもの
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とみなす。 

７ 委員会の会議は、委員長（委員長欠席の場合は副委員長）が議長を務め、決議は、議決権を

有する出席者の過半数の賛成をもって行う。委員長及び副委員長も議決に参加することができる。

委任状を提出した者の議決権は、受任者が行使する。 

 

（委員長、副委員長及び委員の職務） 

第１０条 委員長は、補習校を代表する。 

２ 副委員長は委員長を補佐し、またその不在時には委員長の職務を代行する。 

３ 委員は、第１２条（事務局）に定める事務局と連携し、補習校に関する申請書類の作成、財

産管理、年度予算編成、収納支出管理、決算等会計及び経理、委員会の会議議事録の作成、関係

書類データの保管その他運営委員会の定める職務を担当する。 

４ 委員長、副委員長及び委員は、必要に応じ関係団体との折衝及び会議等へ出席し、委員会へ

報告する。 

 

（決議事項） 

第１１条 委員会は、本規約第８条に従い補習校の組織・業務運営に関する以下の事項を定める

ことができる。 

一 日本人会役員会への校長の推薦 

二 教職員の選任、採用、変更、報酬、採用基準制定等 

三 入学金・授業料の設定、変更、徴収及び管理方法の指定 

四 その他補習校運営に関する業務（ただし、補習校の廃校、移転、増改築、新築等重要事項

については、日本人会役員会へ上申し承認を得るものとする。） 

 

(事務局) 

第１２条 委員会に事務局を置く。委員会に関する庶務は、事務局がこれを行う。 

２ 事務局は、事務局長１名及び数名の事務局員により構成される。 

３ 事務局長及び事務局員は、委員会の承認を得て委員長が任命する。 

４ 事務局長及び事務局員の報酬は、委員会が決定する。 

５ 事務局は、委員会に関する庶務に加え、以下の事項を補佐する。 

一 保護者会に関する庶務 

二 教師会の事務 

 

（保護者会） 

第１３条 委員会、教師会及び保護者が協力して、家庭、補習校及び社会における児童生徒の健

全な成長を図り、保護者の意見を補習校運営に反映させることを目的として、補習校に保護者会

を置く。 

２ 保護者会は、補習校に在籍する児童生徒の保護者により構成される。 

３ 保護者会は、本条第１項の目的を達成し、委員会及び教師会との連絡を円滑に行うため、保

護者より保護者会長 1名及び役員を選任し、委員会へ報告する。 

４ 保護者会長及び役員の任期は、補習校の事業年度に従い、４月 1 日から翌年３月３１日まで
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とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 保護者会長又は役員の任期満了時に次年度の保護者会長又は役員が選任されていないときは、

後任の者が任命されるまで任期は自動的に延長する。 

６ 保護者会長及び役員の職務、役員の人数及び担当等については、プノンペン補習授業校運営

規則で定める。 

 

（教師会） 

第１４条 委員会、保護者会及び教師が協力して、補習校に在籍する児童生徒の学習と生活の基

礎基本の習得を図り、教師の意見を補習校運営に反映させることを目的として、補習校に教師会

を置く。 

２ 教師会は、補習校に在籍する児童生徒を対象に補習校において教室学習に従事する教師によ

り構成される。 

３ 教師会は、本条第１項の目的を達成し、委員会及び保護者会との連絡を円滑に行うため、教

師より教師会代表２名を選任し、委員会へ報告する。 

４ 教師会代表の任期は、補習校の事業年度に従い、４月 1 日から翌年３月３１日までとする。

ただし、再任を妨げない。 

５ 教師会、教師会代表及び教師については、プノンペン補習授業教師会規則で定める。 

 

（事業年度及び監査） 

第１５条 補習校の事業年度は、４月１日から翌年３月３１日までとする。 

２ 委員長は、補習校の組織・業務運営に関する各事業年度の会計報告を、日本人会役員会に対

し実施し、その承認を得る。 

３ 会計監査は、会計監査人を委員会構成員以外の日本人会会員より委員長が任命して依頼する。 

４ 日本人会は、必要に応じ、補習校の監査を行うことができる。 

 

（本規約の改正及び規則への委任） 

第１６条 本規約の改正は、日本人会役員会が行う。 

２ 委員会は、第１３条（保護者会）第６項及び第１４条（教師会）第５項に定めるもののほか、

本規約を補完するため、規則を定めることができる。 

 

（その他） 

第１７条 本規約及び第１６条（本規約の改正及び規則への委任）に定める規則に定めのない事

項が発生したときは、委員会にて協議するものとする。ただし、発生した事項について日本人会

役員会での協議が必要だと判断する場合は、委員会は、日本人会役員会に対して、その事項に関

する協議を要請しなければならない。 

 

附則（２００１年４月１日） 

本規約は、２００１年４月１日から施行する。 

 

附則（２００３年３月２２日改正） 

本規約は、２００３年同年４月１日から施行する。 
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附則（２００４年２月７日改正） 

本規約は、２００４年２月７日から施行する。 

 

附則（２００５年６月１３日改正） 

本規約は、２００５年６月１３日から施行する。 

 

附則（２００６年１月１９日改正） 

本規約は、２００６年１月１９日から施行する。 

 

附則（２０１４年３月８日改正） 

本規約は、２０１４年１月１９日から施行する。 

 

附則（２０２１年４月３日改正） 

本規約は、２０２１年４月３日から施行する。 

 

附則（２０２４年３月１５日改正） 

本規約は、２０２４年３月１５日から施行する。 

 


